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名称 代表者 所管部課

基本
財産

設立
年月日

電話

レーダーチャート

評価 得点

A B B 63

A B B 75

A A A 80

B B B 70

A A A 80

A A B 368

単位 平成15年度 平成16年度 平成17年度

千円 97,602 103,813 97,921

千円 97,602 103,813 97,921

千円 17,497 20,539 26,704

％ 65.5 67.3 64.7

千円 27,922 27,785 28,067

％ 76.0 74.7 69.0

％ 24.0 25.3 31.0

千円 1,814 1,798 1,863

千円 0 0 0

％ 17.5 17.5 23.4

千円 97,565 99,746 101,325

人 34 34 34

％ 5.6 5.6 5.6

単位 平成15年度 平成16年度

回 59 65

回 21 23

人 1,367 1,298

人 20,879 19,864

人 1,726 1,654 1,281

経
営
実
績

○文化芸術鑑賞・育成振興事業の開催　　　50回　　51,898,860円
○文化芸術の共催・後援承認件数　　　　　　55件
○国内・国際交流事業の開催　　　　　　　　  18回
○文化・交流協会登録会員数　　　　　　　1,204人
○協会広報紙コミュかるの発行　　　　　 46,000部×4回
○協会リーフレットSeedの発行　　　　　  10,000部×6回
○ニュースレターの発行　　　　　　　　　　 1,800部×12回

事
業
分
析

文化・芸術鑑賞、
育成事業の実施
国内・国際交流事
業の実施回数

活動
指標

成果
指標

文化・交流協会登
録会員数

平成17年度

区民生活部
文化・交流課

大束　百合子

団体による自己評価結果

文化・芸術鑑賞、
育成事業入場者

算式

音楽・美術・演劇・伝統芸能・映画鑑
賞・育成振興事業の実施回数

20,979

50

18

1,204

職員一人当たり事業収入

資産

補助金収入依存度

受益者負担

事業費比率

－

総合

事業目的
杉並区における文化・芸術活動及び国内・国際交
流の振興を図ることにより、活力のある開かれた地
域社会の発展と心豊かな区民生活の形成に寄与
することを目的とする。

計画性

目的適合性

健全性

効率性

経済性

１５年度評
価

　　　平成１８年度杉並区財団等経営評価表

組織

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

顧客（サービス対象）
全区民（在勤・在学を含
む）、協会事業に賛同し参
加する区外在住者。

事業内容
○文化・芸術に関する鑑賞事業
○文化・芸術活動の育成・振興事業
○友好都市等との交流事業
○外国・市民との芸術・文化等交流事業
○地域における国内・国際交流の推進、相談に
関する事業
○交流団体との連携及び育成振興事業
○協会の広報、情報の提供に関する事業
○その他事業（会員事業等）

平成12年4月1日 内4103（文化）

団
体
概
要

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

杉並区文化・交流協会

総収入

総支出

国内・国際交流事
業参加者数

指標名

個人会員数

音楽・美術・演劇・伝統芸能・映画鑑
賞・育成振興事業の入場者数

国内・国際交流事業の参加者数

国内・国際交流事業の開催回数

財務

管理費比率

１６年度評
価

１７年度

常勤役員比率

特記事項

経常収支

経常支出人件費比率

損益分岐点

総職員数

主要指標

定性評価レーダーチャート

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性
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【財団等団体経営評価】

【所管部課経営評価】

事業分析・現状の分析・評価

経営分析・定量評価 事業分析
　経営努力の積み重ねにより事業収入が
大きく増加した。一方、区職員の引き上
げ非常勤化に伴い、管理費比率及び人
件費比率が大幅に増加している。区職員
の人件費が評価の対象に組み込まれて
いないことから変動が大きく現れる。経営
分析の改善を図る必要がある。

・事業収入が増加する中で補助金収入が減少しており、区に依存しない財務経営ができたことは評価できる。
・平成18年度から、スマートすぎなみ計画に基づく「文化・交流協会のあり方」の見直し及び平成18年1月の「文化芸術振興に向けた新たな支
援策について」の報告に基づき、文化交流協会は、文化事業と交流事業の専門性を高め、効果的に事業を進めていくため、杉並区文化協
会と杉並区交流協会に分離された。2つの協会には、分離後もそれぞれの専門性を活かした会員（区民）サービスの提供と健全な財政運営
が実行されるよう期待する。

　事業は設立目的に従って実施されており、区民の好評を得ている。今後も区民要望や時流に沿った事業に取り組むことが必要である。ま
た、平成１８年度から文化と交流部門を分離し、それぞれの専門性を高め、効果的に事業を進めていく必要がある。

　計画性、目的適合性は、事業目的に沿った事業運営を推進
している。
　効率性については、協会非常勤職員の適正配置により運営
の効率化が図られた。

　事業収入は昨年に引き続き事業努力により増加している。また、平成１７年
度は人件費比率が高くなっているが、区職員の人件費が計算に入ってなく
取り扱いに再考が必要と考える。

　協会の登録会員数は年々減少傾向に
あるが、協会の分離によって交流部門の
一層の会員減少が予想されるため、PR等
の方法に研究の必要がある。

　目標設定は困難な面もあるが、回数の増だけ
でなく、魅力ある内容の事業を行い、参加者を
増やすことが必要である。

　事業収入の拡大につとめ、補助金収入の依存
度をおさえる努力が必要である。

【総合経営評価（三次評価）】

事業分析・事業の推移事業分析・目標設定の考え方

【財団等団体経営評価（一次評価）】

【所管部課経営評価（二次評価）】
経営分析・定性評価 経営分析・定量評価

　平成18年の協会分離に向けて、事業の見直しを行い
主催事業を縮小した。一方で共催、後援事業について
は年々増加してきている。新たな協会の発足に向けて、
実施する事業の検討を行う必要がある。

　平成17年10月「協会の今後のあり方について」及び平成18年1月「文化芸術振興に向けた新たな支援策について」により、新たな協会の方
向性が決定された。この方針に沿って一部の事務事業見直しを図ってきたが、今後、方針の具体化に向けて更に検討を進め、事業の再構
築を行う必要がある。協会の登録会員数は年々減少傾向にあるが、協会の分離によって交流部門の一層の会員減少が予想される。協会
PR、区民ニーズに合った魅力のある事業の企画に努め、会員拡大を図る必要がある。

経営分析・定性評価
　計画性や目的適合性は、平成14年度
に策定した基本計画に基づき事業展開し
ている。平成17年度は、協会非常勤職員
の配置の適正化を図るなど、運営の効率
化を図った。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅰ
（
事
業
概
要
）

代
表
者

所
管
部
課
係
名

設
立
年
月
日

電
話

区
民
生
活
部
文
化
・
交
流
課

－
内
４
１
０
３
　
文
化
協
会

大
束
　
百
合
子

平
成
1
2
年
4
月
1
日

杉
並
区
文
化
・
交
流
協
会

団
体
名
称

基
本
財
産

組 織 構 成

事
務
局
　
1
8
人
：
常
務
理
事
、
事
務
局
長
、
管
理
係
（
常
勤
1
人
）
、
文
化
係
（
常
勤
4

人
、
非
常
勤
2
人
）
、
交
流
係
（
常
勤
2
人
、
非
常
勤
3
人
）
、
コ
ミ
ュ
か
る
シ
ョ
ッ
プ
（
パ
ー

ト
4
人
）

理
事
会
　
1
7
人
：
理
事
長
、
副
理
事
長
2
人
、
常
務
理
事
、
理
事
1
1
人
、
監
事
2
人

全
区
民
（
在
勤
・
在
学
含
む
）
及
び
協
会
事
業
に
賛
同
し
参
加
す
る
区
外
在
住
者

事 業 規 模

1
7
年
度

予
算
規
模
：
　
1
0
9
,8
7
8
千
円

会
員
数
：
　
個
人
会
員
1
,2
0
4
人
、
団
体
会
員
6
団
体
、
法
人
会
員
2
法
人

事
業
概
要
/
回
数

○
文
化
・
芸
術
鑑
賞
及
び
育
成
・
振
興
事
業
/
　
　
回

　
日
本
フ
ィ
ル
ハ
ー
モ
ニ
ー
交
響
楽
団
シ
ー
ズ
ン
コ
ン
サ
ー
ト
・
美
術
展
・
若
手
あ
と
お

し
落
語
会
・
在
住
音
楽
家
サ
ロ
ン
コ
ン
サ
ー
ト
・
シ
ア
タ
ー
ト
ー
ク
・
杉
並
演
劇
祭
な
ど

○
国
内
・
国
際
交
流
事
業
/
　
　
事
業

　
海
外
文
化
セ
ミ
ナ
ー
・
国
際
交
流
料
理
講
座
・
国
際
交
流
バ
ス
ハ
イ
キ
ン
グ
・
ウ
ェ
ル

カ
ム
パ
ー
テ
ィ
ー
・
外
国
人
相
談
・
ジ
ャ
パ
ン
デ
イ
・
ス
ピ
ー
チ
大
会
・
日
本
語
交
流
会

な
ど
○
P
R
活
動

　
協
会
報
の
発
行
：
年
4
回
×
4
6
,0
0
0
部
・
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
の
発
行
：
毎
月
1
,8
0
0
通
、

リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
発
行
：
年
6
回
×
1
0
,0
0
0
部
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
ア
ク
セ
ス
件
数
：

5
7
,1
9
9
件

事 業 目 的顧 　 客

杉
並
区
に
お
け
る
文
化
・
芸
術
活
動
及
び
国
内
・
国
際
交
流
の
振
興
を
図
る
こ
と
に
よ

り
、
活
力
あ
る
開
か
れ
た
地
域
社
会
の
発
展
と
心
豊
か
な
区
民
生
活
の
形
成
に
寄
与

す
る
。

事 業 内 容

○
文
化
芸
術
に
関
す
る
鑑
賞
事
業

　
区
民
が
優
れ
た
文
化
・
芸
術
を
比
較
的
安
価
で
触
れ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
音
楽
・
美

術
・
演
劇
・
伝
統
芸
能
・
映
画
な
ど
の
鑑
賞
機
会
を
提
供
す
る
。

○
文
化
・
芸
術
活
動
の
育
成
・
振
興
事
業

　
文
化
活
動
の
育
成
な
ど
、
区
民
の
創
造
的
な
文
化
・
芸
術
活
動
を
支
援
し
、
文
化
を
通
し

た
区
民
の
ふ
れ
あ
い
と
地
域
の
文
化
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
。

○
友
好
都
市
と
の
友
好
親
善
の
推
進
に
関
す
る
事
業

　
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
ウ
ィ
ロ
ビ
ー
市
及
び
大
韓
民
国
ソ
ウ
ル
特
別
市
端
草
区
の
芸
術
・
文

化
・
ス
ポ
ー
ツ
等
の
交
流
推
進
の
た
め
、
友
好
親
善
訪
問
団
の
派
遣
や
受
入
れ
な
ど
を
行

う
。
ま
た
、
国
内
友
好
都
市
の
北
海
道
風
連
町
・
群
馬
県
吾
妻
村
と
の
相
互
交
流
を
進
め

る
。
○
地
域
に
お
け
る
国
内
・
国
際
交
流
の
推
進
及
び
調
査
並
び
に
相
談
に
関
す
る
事
業

　
日
本
語
交
流
会
、
ウ
ェ
ル
カ
ム
パ
ー
テ
ィ
ー
、
バ
ス
ハ
イ
ク
、
外
国
人
相
談
等
を
実
施
す

る
。
ま
た
、
関
係
機
関
・
団
体
と
連
携
し
、
協
働
事
業
や
事
業
援
助
や
交
流
に
関
す
る
調

査
、
資
料
の
収
集
・
提
供
を
行
う
。

○
外
国
都
市
及
び
そ
の
市
民
と
の
芸
術
・
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
・
産
業
等
の
交
流
の
推
進
に

関
す
る
事
業

　
海
外
文
化
セ
ミ
ナ
ー
、
国
際
交
流
料
理
講
座
を
実
施
す
る
。

○
交
流
団
体
の
育
成
振
興
事
業

　
自
主
グ
ル
ー
プ
の
育
成
の
た
め
、
活
動
助
成
や
国
際
交
流
サ
ロ
ン
を
開
設
・
運
営
す
る
。

区 へ の 要 望

○
文
化
係
の
事
務
所
は
、
現
在
杉
並
会
館
内
に
あ
る
が
、
交
通
の
便
が
悪
い
上
に
、
看
板

す
ら
掲
げ
ら
れ
て
い
な
い
状
況
で
あ
る
。
今
後
杉
並
区
の
文
化
芸
術
活
動
の
核
と
し
て
情

報
を
広
く
発
信
、
提
供
し
て
い
く
た
め
に
も
事
務
所
の
移
転
を
望
む
。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅱ
（
事
業
評
価
指
標
）

目
標
値
目
標
年
度

回
5
9

6
5

5
0

5
5
毎
年

回
3
5

4
1

5
5

回
2
1

2
3

1
8

人
1
,3
6
7
1
,2
9
8
1
,2
0
4
1
,5
5
0
1
9

部
1
8
4
,0
0
0
1
8
4
,0
0
0
1
8
4
,0
0
0
3
0
0
,0
0
0
1
9

人
2
0
,8
7
9
1
9
,8
6
4
2
0
,9
7
9
2
1
,0
0
0
毎
年

人
1
,7
2
6
1
,6
5
4
1
,2
8
1

％
1
0
6
.1

9
5
.5

9
2
.8

○
優
れ
た
鑑
賞
事
業
や
育
成
・
振
興
事
業
を
低
廉
な
価
格
で
提
供
す
る
と
い
う
考
え
の
も
と
、
費
用
対

効
果
、
運
営
組
織
規
模
等
を
勘
案
し
て
設
定
し
た
。

○
各
種
催
し
へ
の
参
加
を
促
す
た
め
、
充
実
し
た
情
報
の
提
供
に
努
め
る
。

○
協
会
を
支
え
る
会
員
を
増
や
し
、
知
名
度
を
高
め
る
た
め
、
会
員
制
度
の
P
R
に
努
め
る
。

現
状
の
分
析
・
評
価

○
平
成
1
7
年
度
の
文
化
事
業
の
実
施
回
数
は
、
平
成
1
6
年
度
に
「
日
フ
ィ
ル
友
好
提
携
1
0
周
年
記

念
事
業
」
を
実
施
し
た
こ
と
や
、
協
会
事
業
の
あ
り
方
（
平
成
1
7
年
1
0
月
）
に
基
づ
き
主
催
事
業
の
見
直

し
を
行
っ
た
た
め
、
大
き
く
減
少
し
た
。
今
後
、
新
協
会
の
鑑
賞
事
業
に
つ
い
て
、
全
て
の
事
業
を
対

象
に
見
直
す
必
要
が
あ
る
。

○
会
員
募
集
の
呼
び
か
け
は
、
日
頃
か
ら
機
会
を
と
ら
え
て
努
力
し
て
い
る
が
、
登
録
会
員
数
が
毎
年

減
少
し
て
き
て
い
る
。
区
民
等
に
協
会
の
存
在
そ
の
も
の
が
十
分
に
認
知
さ
れ
て
い
る
と
は
言
い
が
た

い
現
状
で
あ
り
、
協
会
予
算
に
お
け
る
広
報
費
の
比
率
を
上
げ
P
R
に
努
め
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
協

会
分
離
後
は
交
流
部
門
の
会
員
の
減
少
が
予
想
さ
れ
、
会
員
制
度
に
つ
い
て
検
討
す
る
必
要
が
あ

る
。
○
区
内
に
は
約
1
万
1
千
人
の
外
国
人
が
地
域
の
一
員
と
し
て
暮
ら
し
て
い
る
。
協
会
で
は
、
価
値
観

や
異
文
化
を
互
い
に
認
識
し
つ
つ
、
理
解
・
協
力
し
あ
う
社
会
の
実
現
に
向
け
て
様
々
な
事
業
を
企

画
し
て
き
た
が
、
各
事
業
の
外
国
人
参
加
者
が
、
な
か
な
か
集
ま
ら
な
い
現
実
が
あ
る
。
外
国
人
に
対

す
る
P
R
の
方
法
を
更
に
研
究
す
る
必
要
が
あ
る
。

音
楽
・
美
術
・
伝
統
芸
能
・
映
画
鑑
賞
・
育
成
振
興
事
業
の
参
加
者
数

国
内
・
国
際
友
好
都
市
と
の
交
流
推
進
事
業
、
地
域
に
お
け
る
国
内
・
国
際
交
流

の
推
進
事
業
等
へ
の
参
加
者
数

当
該
年
度
会
員
数
÷
前
年
度
会
員
数
×
１
０
０

目
標
設
定
の
考
え
方

⑧
文
化
・
交
流
協
会
登
録

会
員
数
の
伸
び
率

成 果 指 標

⑥
文
化
芸
術
鑑
賞
・
育
成

振
興
事
業
入
場
者
数

協
会
運
営
を
支
え
る
区
民
・
団
体
・
企
業
の
会
員
制
度

1
回
4
6
,0
0
0
部
×
年
4
回
発
行

地
域
の
文
化
芸
術
活
動
を
支
援
し
た
共
催
・
後
援
の
回
数

国
内
・
国
際
交
流
事
業
の
実
施
回
数

音
楽
・
美
術
・
伝
統
芸
能
・
映
画
鑑
賞
・
育
成
振
興
事
業
の
実
施
回
数

①
文
化
芸
術
鑑
賞
・
育
成

振
興
事
業
の
開
催
回
数

指
標
名

単
位

目
標

1
6
年
度
実
績
1
7
年
度
実
績

式
・
具
体
的
内
容

1
5
年
度
実
績

⑦
国
内
・
国
際
交
流
事
業

参
加
者
数

活 動 指 標

③
国
内
・
国
際
交
流
事
業
の

開
催
回
数

④
文
化
・
交
流
協
会
登
録

会
員
数

⑤
協
会
広
報
紙
の
発
行
部

数②
文
化
・
芸
術
の
共
催
・
後

援
回
数
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅲ
（
事
業
の
推
移
）

算
式
・
説
明

単
位
１
３
年
度
１
４
年
度
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

備
考

総
収
入
（
経
常
収
入
）

千
円
8
3
,7
4
0
9
6
,0
8
2
9
7
,6
0
2
1
0
3
,8
1
3
9
7
,9
2
1

千
円
5
6
,6
1
5
5
0
,8
7
3
6
3
,9
5
2
6
9
,8
2
2
6
3
,3
6
5

事
業
収
入
＋
掛
金
収
入

千
円
2
4
,1
6
3
4
0
,3
8
2
3
2
,6
5
6
3
2
,3
6
8
3
3
,5
3
6

千
円

千
円

千
円
2
1
,8
5
1
3
6
,4
1
2
2
7
,9
2
2
2
7
,7
8
5
2
8
,0
6
7

受
益
者
負
担
比
率

受
益
者
負
担
÷
総
事
業
費

％
3
5
.6

4
7
.9

3
7
.6

3
5
.8

4
1
.6

総
支
出
（
経
常
支
出
）

千
円
8
0
,0
2
0
9
6
,0
8
2
9
7
,6
0
2
1
0
3
,8
1
3
9
7
,9
2
1

事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
6
1
,3
9
4
7
5
,9
8
4
7
4
,1
8
7
7
7
,5
4
7
6
7
,5
2
4

区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む
千
円

管
理
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
1
8
,6
2
5
2
0
,0
9
8
2
3
,4
1
5
2
6
,2
6
5
3
0
,3
9
7

千
円
1
1
,2
9
9
1
4
,0
6
7
1
7
,0
7
6
1
8
,2
2
0
2
2
,9
2
5

千
円

千
円
1
7
,4
7
4
1
1
,1
5
9
1
7
,4
9
7
2
0
,5
3
9
2
6
,7
0
4

千
円
9
,1
2
8
6
,5
3
3
1
2
,6
0
0
1
5
,6
4
2
2
1
,8
0
7

千
円
8
,3
4
6
4
,6
2
6
4
,8
9
6
4
,8
9
6
4
,8
9
6

千
円

役
員
、
派
遣
職
員
、
固
有
職
員
の
総
数
人

2
9

2
9

3
4

3
4

3
4

人
1

1
1

1
1

人
1
6

1
6

1
6

1
6

1
6

区
か
ら
の
派
遣
職
員

人
8

8
8

8
7

人

パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
ア
ル
バ
イ
ト
を
含
む

人
4

4
9

9
1
0

人
1
9
,3
0
7
2
0
,9
0
0
2
2
,3
7
4
2
1
,5
1
8
2
2
,2
6
0

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数
÷
職
員
数
人

1
,4
8
5
1
,6
0
8
1
,7
2
1
1
,6
5
5
1
,7
1
2

鑑
賞
事
業
費
÷
参
加
人
数

円
2
,7
7
8
2
,9
0
4
2
,9
9
8
3
,1
8
3
2
,7
6
2

育
成
振
興
事
業
費
÷
参
加
人
数

円
2
,1
9
9
4
,5
0
3
2
,1
9
4
2
,8
5
7
1
,4
4
1

交
流
事
業
費
÷
参
加
人
数

円
5
,6
8
8
4
,7
7
5
4
,1
7
0
4
,7
3
7
4
,4
0
5

※
　
千
円
単
位
の
も
の
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
、
円
単
位
の
も
の
は
１
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
　
　
％
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

平
成
1
6
年
6
月
か
ら
相
談
役

を
迎
え
た
が
、
特
殊
な
扱
い

の
た
め
、
非
常
勤
職
員
数
に

は
参
入
し
な
い
。

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費

常
勤
役
員
数

非
常
勤
役
員
数

派
遣
職
員
数

常
勤
固
有
職
員
数

非
常
勤
固
有
職
員
数

文
化
・
芸
術
に
関
す
る
鑑
賞
事
業

総
職
員
数

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数

職
員
一
人
当
た
り
サ
ー
ビ
ス
利
用
人
数

事
業
収
入

基
本
財
産
運
用
収
入
額

　
内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
費

資
産

正
味
財
産

負
債

基
本
財
産
額

り コ ス ト

単 位 当 た

全
事
業
の
事
業
費

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
の
事
業
費

管
理
費

総
人
件
費

文
化
・
芸
術
の
育
成
・
振
興
事
業

国
内
・
国
際
交
流
事
業

組   織 サ ー ビ ス

内  訳

項
目

財  務  状  況

総 収 入 の う ち

補
助
金
収
入

総 支 出 の う ち

受
益
者
負
担
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
量
指
標
）

指
標

算
定
式

単
位
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

特
記
事
項

参
考

1
事
業
費
の
対
計
画
比
率
全
事
業
の
事
業
費
（
決
算
額
）
÷
当
初
予
算
事
業
費
額
×
１
０
０
％

9
9
.0

9
4
.2

9
2
.1

2
経
常
収
支

経
常
収
入
（
総
収
入
）
ー
経
常
支
出
（
総
支
出
）

千
円

0
0

0
通
常
黒
字
が
望
ま
し
い

3
経
常
収
支
比
率

経
常
収
入
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
0
0
.0
1
0
0
.0
1
0
0
.0

通
常
１
０
０
％
以
上
が
望
ま
し
い

4
事
業
収
入
合
計
の
伸
長
率
当
該
年
度
の
事
業
収
入
÷
前
年
度
の
事
業
収
入
×
１
０
０

％
8
0
.9

9
9
.1
1
0
3
.6

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

5
経
常
収
入
の
伸
長
率

当
該
年
度
の
経
常
収
入
÷
前
年
度
の
経
常
収
入
×
１
０
０

％
1
0
1
.6
1
0
6
.4

9
4
.3

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

6
事
業
費
比
率

全
事
業
の
事
業
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
7
6
.0

7
4
.7

6
9
.0

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

7
管
理
費
比
率

管
理
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
2
4
.0

2
5
.3

3
1
.0

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

8
補
助
金
収
入
依
存
度

補
助
金
収
入
÷
総
収
入
合
計
×
１
０
０

％
6
5
.5

6
7
.3

6
4
.7

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

9
収
益
事
業
比
率

収
益
事
業
の
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

％
8
3
.0

8
3
.8

7
6
.9

1
0
区
委
託
事
業
依
存
度

区
委
託
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

  
(補
助
金
は
含
ま
ず
）

％

1
1
正
味
財
産
構
成
比
率

正
味
財
産
÷
（
負
債
+
正
味
財
産
）
×
１
０
０

％
2
8
.0

2
3
.8

1
8
.3

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
2
基
本
財
産
運
用
収
入
率
基
本
財
産
運
用
収
入
額
÷
基
本
財
産
額
×
１
０
０

％
通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
3
経
常
支
出
人
件
費
比
率
総
人
件
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
7
.5

1
7
.5

2
3
.4

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
4
常
勤
役
員
比
率

常
勤
役
員
数
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）
×
１
０
０
％

5
.6

5
.6

5
.6

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
5
常
勤
役
員
人
件
費
比
率
常
勤
役
員
人
件
費
÷
総
人
件
費
×
１
０
０

％
通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
6
管
理
費
比
率
の
削
減
率
(1
－
当
該
年
度
の
管
理
費
比
率
÷
前
年
度
の
管
理
費
比
率
）
×
１
０
０
％
▲
 1
4
.8
▲
 5
.4
▲
 2
0
.0

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
7
資
産
回
転
率
(回
）

総
収
入
÷
資
産

回
5
.6

5
.1

3
.7

通
常
１
回
以
上
が
望
ま
し
い

1
8
職
員
１
人
あ
た
り
事
業
収
入
事
業
収
入
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）

千
円
1
,8
1
4
1
,7
9
8
1
,8
6
3

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
9
資
産
剰
余
率

剰
余
金
（
当
期
正
味
財
産
増
加
額
）
÷
資
産
×
１
０
０

％
1
.5

0
.0

0
.0

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

2
0
損
益
分
岐
点

固
定
費
÷
｛
1
ー
（
変
動
費
÷
総
収
入
）
｝

千
円
9
7
,5
6
5
9
9
,7
4
6
1
0
1
,3
2
5

2
1
損
益
分
岐
点
比
率

損
益
分
岐
点
÷
総
収
入
×
１
０
０

％
1
0
0
.0

9
6
.0
1
0
3
.5

通
常
９
０
％
未
満
が
望
ま
し
い

※
金
額
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
％
及
び
回
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

分
野

経 済 性自  立  性計  画  性 健  全  性 効 率 性
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

1
経
営
戦
略
及
び
経
営
目
標
達
成
の
進
捗
状
況
管
理
の
手
段
と
し
て
、
中
長
期
経
営
計
画
が
策
定
さ
れ
て
い
る
か

△
計
画
性

2
年
次
事
業
計
画
書
・
収
支
予
算
書
が
､中
長
期
経
営
計
画
に
基
づ
く
短
期
的
行
動
指
針
と
し
て
作
成
さ
れ
て
い
る
か

△

3
中
長
期
経
営
計
画
や
年
次
事
業
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
区
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
計
画
と
の
整
合
性
が
確
保
さ
れ
て
い
る
か

△

4
年
次
計
画
と
年
次
実
績
と
の
乖
離
原
因
の
分
析
と
結
果
が
次
年
度
以
降
の
計
画
へ
反
映
さ
れ
て
い
る
か

○

評 価 の 根 拠 5
事
業
内
容
と
団
体
の
設
立
目
的
が
合
致
し
て
い
る
か

○
目
的
適
合
性

6
事
業
目
標
(定
量
的
数
値
)の
設
定
方
法
が
妥
当
か

△

7
団
体
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
等
に
対
す
る
顧
客
の
満
足
度
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

○

8
新
規
事
業
の
企
画
段
階
ま
た
は
新
し
い
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
開
始
す
る
際
に
顧
客
の
ニ
ー
ズ
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

△
評 価 の 根 拠 9
管
理
者
及
び
職
員
の
能
力
育
成
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

△
健
全
性

1
0
意
思
決
定
及
び
業
務
の
妥
当
性
を
確
保
す
る
た
め
の
管
理
体
制
が
で
き
て
い
る
か

○

1
1
財
産
管
理
や
会
計
処
理
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。
ま
た
、
監
査
の
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

○

1
2
区
か
ら
の
財
政
的
支
援
（
補
助
金
）
に
依
存
し
な
い
経
営
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

△

1
3
個
人
情
報
の
管
理
と
情
報
公
開
は
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か

○

評 価 の 根 拠

分
 野

計  画  性
6
3

　 目 的 適 合 性

１
　
平
成
1
7
年
度
は
1
5
年
度
か
ら
1
9
年
度
の
協
会
基
本
計
画
に
基
づ
き
事
業
展
開
し
て
き
た
。
平
成
1
7
年
度
に
協
会
分
離
の
方
針
が
決
定
し
、
今
後
そ
れ
ぞ
れ
の
協
会

の
中
長
期
の
経
営
計
画
を
策
定
す
る
必
要
が
あ
る
。

２
　
平
成
1
7
年
度
は
、
経
営
計
画
に
基
づ
い
て
度
事
業
計
画
と
予
算
を
編
成
し
て
き
た
が
、
協
会
分
離
後
は
新
た
な
経
営
計
画
に
基
づ
い
て
作
成
す
る
必
要
が
あ
る
。

３
　
杉
並
区
2
1
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
に
描
く
文
化
・
交
流
の
将
来
像
を
踏
ま
え
て
策
定
し
た
。

４
　
組
織
内
は
も
ち
ろ
ん
理
事
会
に
も
報
告
し
、
意
見
を
求
め
次
年
度
の
計
画
に
活
か
す
よ
う
努
め
て
い
る
。

５
　
協
会
規
約
の
設
立
目
的
、
事
業
内
容
に
沿
っ
て
事
業
を
展
開
し
て
い
る
。

６
　
協
会
の
設
立
趣
旨
、
基
本
計
画
に
基
づ
き
事
業
目
標
を
設
定
し
て
い
る
。

７
　
各
事
業
実
施
時
に
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
て
参
加
者
の
ニ
ー
ズ
の
把
握
に
努
め
て
い
る
。

８
　
前
項
の
分
析
結
果
も
含
め
、
有
識
者
や
各
界
の
代
表
で
構
成
す
る
理
事
会
の
意
見
も
求
め
て
い
る
。○
：
十
分
で
き
て
い
る
、
△
：
お
お
む
ね
で
き
て
い
る
、
×
：
で
き
て
い
な
い
　
　

7
5

 健   全   性

8
0

９
　
 外
部
の
研
修
や
関
係
団
体
連
携
の
研
修
会
な
ど
に
は
可
能
な
限
り
参
加
し
て
い
る
が
、
組
織
的
な
育
成
体
制
は
十
分
に
は
と
れ
て
い
な
い
。

1
0
  
管
理
・
文
化
・
交
流
の
各
係
が
別
の
場
所
に
あ
る
た
め
意
思
決
定
・
統
一
に
時
間
が
か
か
る
。

1
1
  
財
務
会
計
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
に
よ
り
帳
簿
も
含
め
た
正
確
、
適
正
な
執
行
に
努
め
て
お
り
、
毎
年
監
事
に
よ
る
監
査
を
受
け
て
い
る
。

1
2
　
経
営
努
力
に
よ
り
増
収
を
図
る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
で
あ
る
が
、
文
化
・
交
流
行
政
の
一
翼
を
担
う
設
立
目
的
か
ら
し
て
財
政
面
の
支
援
は
必
要
で
あ
る
。

1
3
  
協
会
規
則
に
よ
り
個
人
情
報
の
管
理
を
適
正
に
取
扱
っ
て
い
る
。
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

分
 野

1
4
予
算
節
約
度
の
原
因
分
析
結
果
が
業
績
改
善
へ
結
び
つ
け
ら
れ
て
い
る
か

△
効
率
性

1
5
人
件
費
を
削
減
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
6
資
産
運
用
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
7
事
務
処
理
の
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

△

1
8
業
務
の
効
率
化
、
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
の
た
め
に
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
(外
部
委
託
)を
活
用
し
て
い
る
か

△

評 価 の 根 拠 1
9
同
種
の
事
業
形
態
、
同
規
模
の
他
団
体
を
業
績
向
上
の
比
較
対
象
と
し
て
設
定
し
、
業
績
改
善
の
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

△
経
済
性

2
0
サ
ー
ビ
ス
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
1
物
品
の
調
達
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
2
交
渉
や
入
札
等
に
よ
り
外
部
委
託
コ
ス
ト
(業
務
委
託
費
)低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
3
事
業
収
入
を
増
加
さ
せ
る
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

△

評 価 の 根 拠

1
9
　
公
立
文
化
施
設
協
議
会
や
国
際
交
流
団
体
連
絡
協
議
会
等
に
参
加
し
、
情
報
交
換
、
協
議
、
研
究
を
行
っ
て
い
る
。

2
0
　
情
報
紙
の
広
告
料
や
協
賛
金
の
確
保
に
努
め
る
と
と
も
に
、
P
R
方
法
を
工
夫
し
て
参
加
者
の
増
を
図
っ
て
い
る
。

2
1
　
計
画
立
案
時
に
コ
ス
ト
低
減
の
方
策
が
な
い
か
検
討
す
る
と
と
も
に
、
競
争
入
札
や
複
数
の
業
者
か
ら
見
積
も
り
を
と
り
発
注
業
者
を
選
定
し
て
い
る
。

2
2
　
他
の
団
体
が
実
施
し
て
い
る
事
業
コ
ス
ト
を
調
査
し
た
り
、
市
場
価
格
を
把
握
し
、
委
託
価
格
等
の
適
正
化
に
努
め
て
い
る
。

2
3
　
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
な
ど
に
よ
り
、
ニ
ー
ズ
に
あ
っ
た
魅
力
あ
る
事
業
の
提
供
に
努
め
、
参
加
者
（
参
加
費
）
の
増
を
図
っ
て
い
る
。

8
0

効  率  性

7
0

経  済  性

1
4
　
天
候
な
ど
の
外
部
要
因
に
よ
る
影
響
も
あ
り
、
着
実
な
業
績
改
善
に
結
び
つ
け
に
く
い
。

1
5
　
コ
ミ
ュ
か
る
シ
ョ
ッ
プ
の
非
常
勤
職
員
体
制
を
見
直
し
、
人
員
配
置
の
適
正
化
を
図
っ
た
。

1
6
　
基
本
財
産
は
な
く
、
資
産
の
運
用
は
し
て
い
な
い
。
流
動
資
産
い
つ
い
て
は
、
安
全
確
実
な
金
融
機
関
を
利
用
し
て
い
る
。

1
7
　
チ
ケ
ッ
ト
販
売
シ
ス
テ
ム
の
早
期
の
導
入
に
よ
り
、
一
層
の
効
率
化
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

1
8
　
協
力
員
の
活
用
や
関
係
団
体
と
の
連
携
を
行
っ
て
い
る
が
、
送
付
物
の
封
入
封
緘
委
託
や
ホ
ー
ル
運
営
ス
タ
ッ
フ
の
委
託
な
ど
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
経
営
評
価
に
よ
る
改
善
計
画

代
表
者

電
話

○
文
化
事
業
に
つ
い
て
は
、
音
楽
、
美
術
、
演
劇
、
伝
統
芸
能
な
ど
の
質
の
高
い
芸
術
を
低
廉
で
提
供
す
る
こ
と
に
努
め
、
区
民
が
求
め
る
文
化
芸
術
鑑
賞
に
応
え
た
。

○
3
年
目
と
な
る
杉
並
演
劇
祭
を
開
催
す
る
と
と
も
に
、
演
劇
講
座
を
シ
ア
タ
ー
ト
ー
ク
と
あ
わ
せ
て
開
催
し
、
演
劇
環
境
の
整
備
に
取
り
組
ん
だ
。
今
後
、
演
劇
祭
実
行
委
員
会
の
あ
り
方

に
つ
い
て
検
討
を
要
す
る
。

○
平
成
1
8
年
度
に
オ
ー
プ
ン
す
る
杉
並
公
会
堂
の
オ
ー
プ
ニ
ン
グ
事
業
の
開
催
に
向
け
て
準
備
を
す
す
め
た
。

○
基
本
計
画
で
は
隔
年
の
開
催
と
な
っ
て
い
る
「
ジ
ャ
パ
ン
デ
イ
」
を
毎
年
開
催
と
し
て
実
施
し
、
生
活
文
化
の
違
い
を
こ
え
た
交
流
と
多
文
化
共
生
社
会
へ
の
理
解
を
深
め
る
機
会
を
提

供
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

○
事
業
の
企
画
段
階
か
ら
外
国
人
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
に
参
加
し
て
も
ら
い
、
外
国
人
の
ニ
ー
ズ
を
事
業
に
反
映
さ
せ
、
外
国
人
に
と
っ
て
魅
力
あ
る
事
業
を
提
供
し
好
評
を
得
た
。

○
協
会
分
離
の
方
針
が
理
事
会
で
決
定
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
規
程
の
整
備
や
新
協
会
発
足
に
向
け
た
諸
準
備
を
す
す
め
、
平
成
1
8
年
4
月
に
新
協
会
と
し
て
発
足
す
る
こ
と
が
で
き

た
。

総 合 方 針

 リ ス ト

添 付 資 料

内
４
１
０
３

大
束
　
百
合
子

○
協
会
経
営
計
画
の
策
定
な
ど
、
協
会
基
盤
を
整
備
す
る
。

○
区
民
・
団
体
の
文
化
芸
術
活
動
支
援
に
重
点
を
置
き
、
事
業
の
見
直
し
と
体
制
の
整
備
を
行
う
。

○
多
文
化
共
生
の
ま
ち
づ
く
り
を
目
指
し
、
事
業
の
抜
本
的
改
善
、
見
直
し
を
行
い
、
事
業
の
再
構
築
を
行
う
。

団
体
名
称

杉
並
区
文
化
・
交
流
協
会

主 な 取 り 組 み

最 近 五 年 間 の

成 果 ・ 反 省

前 年 度 の 取 り 組 み

組 み ・ 目 標

今 年 度 の 取 り

○
旧
協
会
の
清
算
事
務
を
確
実
に
行
い
、
新
協
会
へ
事
務
事
業
を
ス
ム
ー
ズ
に
移
行
さ
せ
る
。

○
公
会
堂
の
オ
ー
プ
ニ
ン
グ
事
業
の
実
施
に
向
け
て
準
備
を
整
え
て
い
く
。

○
「
協
会
の
今
後
の
あ
り
方
」
及
び
「
文
化
芸
術
振
興
に
向
け
た
新
た
な
支
援
策
に
つ
い
て
」
に
基
づ
き
、
両
協
会
の
中
長
期
の
経
営
計
画
を
策
定
す
る
と
と
も
に
、
事
業
内
容
の
見
直
し

と
再
構
築
を
行
う
。

○
「
文
化
芸
術
活
動
助
成
金
制
度
創
設
」
、
「
チ
ケ
ッ
ト
販
売
シ
ス
テ
ム
の
導
入
」
、
「
情
報
紙
の
全
戸
配
布
」
な
ど
新
規
事
業
の
円
滑
な
実
施
に
努
め
る
。

○
年
度
末
に
作
成
す
る
次
年
度
の
年
間
事
業
計
画
を
基
に
、
効
率
的
な
事
業
実
施
を
目
指
し
た
。

○
平
成
1
4
年
度
に
協
会
の
基
本
計
画
を
策
定
し
、
1
5
年
度
か
ら
1
9
年
度
の
5
ヵ
年
を
展
望
し
た
計
画
的
な
事
業
展
開
を
開
始
す
る
こ
と
と
し
た
。

○
1
5
年
度
か
ら
は
、
上
記
基
本
計
画
に
基
づ
く
計
画
事
業
を
実
施
し
、
地
域
の
文
化
・
交
流
の
普
及
及
び
拡
大
に
取
り
組
ん
で
き
た
。

○
平
成
1
7
年
4
月
か
ら
区
職
員
（
1
名
）
を
非
常
勤
職
員
（
2
名
）
と
し
た
。

○
平
成
1
7
年
度
に
区
の
提
案
を
う
け
、
「
協
会
の
今
後
の
あ
り
方
に
つ
い
て
」
を
策
定
し
、
平
成
1
8
年
度
か
ら
文
化
協
会
と
交
流
協
会
に
分
離
す
る
こ
と
を
理
事
会
で
決
定
し
た
。
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平成18年度杉並区財団等経営評価　問題点検討表（二次評価）

主管部
課係名

団体名

電話番号

内線３７８３
区民生活部文化・交流課

特記
事項

経
済
性

損益分岐点比率が103.5％である。今後は100％以内で推移するよう努力を要する。

健
全
性

年次事業計画や収支予算書に基づいて事業は執行されている。年次計画と実績の分析を行い、分析
結果が年次計画に反映される事業展開が必要である。

目
的
適
合
性

人件費比率が増大する傾向があるため、人件費率の抑制に努める必要がある。
人件費の中に、区職員分が入ってなく取り扱いに再考が必要である。

経
済
性

業績改善の一方策として、同種・同規模の他団体との比較検証が必要である。

事業内容は団体の設立目的に合致しており、適正と判断される。顧客満足度については、アンケートを
分析し、利用者ニーズを把握して満足度を高める努力をする必要がある。

杉並区文化・交流協会

定
量
評
価

自
立
性

収益事業費比率が減少したため、率を向上させ、補助金収入依存度の減少を図ることが必要である。

計
画
性

事業比率については若干減少、管理比率は若干増大傾向となっており、健全性を保つためには事業
比率は増、管理比率を減とする努力が必要である。

効
率
性

低廉な価格でサービスを提供する立場であるが、事業によっては受益者負担という考えをとり適正な増
額し、事業収入を伸ばすことにより職員一人当たりの事業収入アップを目指す必要がある。

計
画
性

効
率
性

経営分析、課題と問題点

定
性
評
価

健
全
性

財産管理や会計処理は適正に行われている。 職員及び管理者の能力育成体制の更なる整備が求め
られる。

非常勤職員体制を見直し、人事配置の適正化が図られている。チケットシステムの早期の導入により、
一層の効率化を図る必要がある。
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成果判断の方策として参加者実績数以外に、予定（想定）参加者数と実績数の比較も考慮する
必要がある。

事業分析、課題と問題点

文化事業については、前年に記念事業があったため、開催回数が減少した。交流事業について
も、実施回数は減少している。共催･後援回数は、増加しており着実な成果をあげている。協会登
録会員は減少していため、会員拡大の対応が必要である。

活
動
指
標

析
・
評
価

現
状
の
分

コ
ス
ト

協会の基本計画にもコスト意識の導入がうたわれており、今後具体的な事業別、単位別コスト目
標の設定が求められる。

事
業
の
推
移
サ
ー

ビ
ス

協会は文化･交流事業をそれぞれ文化係・交流係で所管し事業展開を行っている。事業量のア
ンバランスや連携等で不都合が生じており、組織形態を抜本的に見直す必要がある。

財
務
状
況

収入については、事業収入の拡大に今後も努め、補助金収入の依存度を抑える努力が必要であ
る。支出については管理費が増加しているのでその抑制に努める必要がある。

（
分
析

、
課
題
と
問
題
点

）

所
管
部
課
経
営
評
価
総
合
コ
メ
ン
ト

組
織

の
考
え
方

目
標
設
定

文化事業については、今後は参加者の着実な増加を目指してから事業を行う必要がある。交流
事業は、参加者が減少しており、ＰＲ等の方法に研究の必要がある。

成
果
指
標

活
動
指
標

成
果
指
標

共催・後援回数、広報紙の発行など確実な成果をあげているが、会員数が減少しているので、可
能な範囲で数値目標の確立をし、目標達成の方策を検討する必要がある。

定性指標については、健全性・経済性は概ねその効果が発揮されているが、効率性においては、チケット
システムの早期導入によって一層の効率化図る必要がある。
定量指標については、自立するためにも、事業収入の増を図り補助金収入依存度を引き下げることが求め
られる。
事業分析については、魅力ある事業を行うとともに、参加者の増加、会員の拡大を進める必要がある。

協会の事業収益向上の意味からも、サービス利用者の増大や受益者負担を図る必要がある。
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